
７ 予算額等

1,115,795 1,115,795 483,724 483,724 632,071

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

1,132,243 440,285

独自財源から
の 収 入 額

36,244 35,656

運営費交付金 1,095,999 404,629

補 助 金 等 0 0

施 設 費 0 0

1,137,562 380,909 756,653

独自財源から
の 収 入 額

9,038 9,038 0

運営費交付金 1,128,524 371,871 756,653

補 助 金 等 0 0 0

施 設 費 0 0 0

0 0 0 0

0

0

1,124,860

28,861

1,095,999

28,861

424,896

0

0

396,035

0

0

0

596,199

597,138

0

0

0

699,964

0

699,964

0

597,138

0

0

449,182

40,257

1,210,749 1,213,195 613,611

28,954

1,173,631 1,172,938

37,118

0

0 0 0

37,118

0 0

576,493 420,228

00

0 0 0

724,8361,343,675 613,656

54,636

0 0

781,954 668,292

0 00

74,871 57,118

513,806

0

0

612,8041,196,860

1,134,401

123,118 174,023

0

0

経　常　経

予 算 額 決 算 額 予 算 額
予 算 額 決 算 額

事　業　経　費

13年度

予算額・決算額

1,068,860 336,946

584,056

1,073,778

1,191,942

123,082

452,910

115,964

移行前の組織の最終１年間

(平成１２年度)

608,549707,699

0 0

0

00

1,318,095 1,308,424

123,118

1,322,966 1,427,931

584,5811,194,977

0 0 0

予算額・決算額

594,023

1,378,153 1,418,546

1,199,848

1,321,035

57,118

612,804

123,082

460,974

00 00

123,082

163,108

445,44114年度

予算額・決算額

0 0

123,118

0

0

610,396

18年度

予算額・決算額

717,141

198,034

0 0

0

16年度

予算額・決算額

17年度

610,396

0

123,118

596,199

0

19年度

予算額・決算額

15年度

予算額・決算額

1,229,897

183,193 0

605,825

605,825696,999

0

0



単位：千円

632,071

691,958

588

691,370

0

0

0

764,013

11,303

0

730,019

20,235

0

752,710

0

0

0

経　費

決 算 額

739,032

7,118

731,914

0

10,915

688,960

0

750,254

699,875

716,091

730,932

14,841

0

0



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

１３年度 253,403 164,992 0

１４年度 405,802 228,756 0

１５年度 386,871 191,713 0

１６年度 10,933,564 164,126 0

１７年度 10,697,206 159,922 0

１８年度 10,503,847 189,956 0

（２）負債 単位：千円

政府保証
の有無

- - -

-

-

-

-

-

-

（３）資本 単位：千円

- -

10,205,090 10,614,842

0

-

借　入　額

5,215,0144,800,000

4,800,000

-

0

0

現金及び預金 有価証券 土 地 建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日)

- - -

資　　　　　　　　産

資 産 合 計

5,393,1644,800,000

0 0

5,571,314

0

0

負　　　　　　　　債

負 債 合 計 短 期 借 入 金

長　期　借　入　金

借　入　先

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)
- -

１３年度 252,531 0
-

-
365,268 0

１５年度
-

0
１４年度

0
340,275 0

１６年度
-

341,415 0
0

１７年度 293,066 0
- 0

金　　額

１８年度
- 0

0

資　　　　　　　　本

資 本 合 計 政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別

-

298,757

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日) --

0

0

１５年度
積立金

１３年度

40,534 0

872 0

１４年度 -

10,592,149 10,614,842

46,596 0

積立金 38,531

36,334

１７年度 10,404,140 10,614,842

１８年度

備考　　移行前の組織の最終１年間については、国の組織でありバランスシートを作成していないため「－」とする。

１６年度

前中期目標期間繰越積立金 310

積立金 15,423



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

- 0 - 0

- 0 - 0

- 0 - 0

- 0 - 0

- 0 - 0

- 0 - 0

- 0 - 0

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

工具器具及び備品 77,945 電話加入権 1,080

工具器具及び備品 67,262 電話加入権 1,080

工具器具及び備品 44,368 電話加入権 1,080

工具器具及び備品 33,423 電話加入権 1,080

工具器具及び備品 10,550 電話加入権 1,080

工具器具及び備品 5,515 電話加入権 1,080

工具器具及び備品 4,088 電話加入権 567

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
１３年度末 １４年度末 １５年度末 １６年度末

有 有 有 無

１８年度末

無

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

 発 足 時
(１３年４月)に国から現
物出資された資産

１３年度末

１４年度末

１５年度末

１６年度末

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

１７年度末

１８年度末

 発 足 時
(１３年４月)に国から無
償譲渡された資産

１３年度末

１４年度末

１５年度末

１６年度末

１７年度末

無

１７年度末

１８年度末

発足時(１３年４月)

有



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等
監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名

監査法人名 中央青山監査法人
(1)財務諸表（利益の処分に関する書類(案)を除く。）が、独立行政法人会計基準及び我
が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人国立国語
研究所の財政状態、運営状況、キャッシュ･フローの状況及び行政サービス実施コストの
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める｡

(2)利益の処分に関する書類(案)は､法令に適合しているものと認める｡

(3)事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正し
く示しているものと認める｡

(4)決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示し
ているものと認める｡

監査法人名 －

監査法人名 あずさ監査法人

(1)財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。）が、独立行政法人会計基準及び
我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人国立国
語研究所の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コスト
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

(2)利益の処分に関する書類(案)は､法令に適合しているものと認める｡

(3)事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正し
く示しているものと認める｡

(4)決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示し
ているものと認める｡

監査法人名 －

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

－

任
意
監
査

監査意見 －

監査意見

13年度

法
定
監
査

監査意見 －

任
意
監
査

監査意見 －

14年度

法
定
監
査

16年度

法
定
監
査

15年度

－

任
意
監
査

監査意見 －

法
定
監
査

監査意見

監査意見

任
意
監
査

監査意見

－

任
意
監
査

監査意見 －

監査意見

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中

17年度

法
定
監
査

－

監査意見

任
意
監
査

監査意見 －

18年度

法
定
監
査
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